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「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令

お よ び 当 社 定 款 に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.toyo-eng.com/jp/ja/）に掲載することにより

株主の皆様へ提供しております。 



 
連 結 注 記 表 

 
 
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 

 

（１） 連結の範囲に関する事項 

 

1) 連結子会社数   13 社 

テックプロジェクトサービス㈱、テックビジネスサービス㈱、テック航空サービス㈱、トーヨー・エンジニア

リング・コーリア・リミテッド、トーヨー・エンジニアリング・インディア・プライベート・リミテッド、東洋工程

（上海）有限公司他７社 

 

2) 主要な非連結子会社 ㈱千葉データセンター 

非連結子会社15社の総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益の額のうち持分に見合う額の合

計額および利益剰余金の額のうち持分に見合う額の合計額はいずれも重要性に乏しく、連結計算書類

に重要な影響をおよぼしておりません。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

 

1) 持分法適用会社数 

非連結子会社 0 社 

関連会社 6 社  

東洋ビジネスエンジニアリング㈱、ティーエス・パーティシパソエス・イ・インベスティメントス・エス・エー他

4 社 

 

2) 持分法非適用の主要な非連結子会社 ㈱千葉データセンター 

持分法非適用の非連結子会社 15 社および関連会社 9 社の当期純損益の額のうち持分に見合う額の

合計額および利益剰余金の額のうち持分に見合う額の合計額はいずれも重要性に乏しく、連結計算書

類に重要な影響をおよぼしておりません。 

 

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

 

連結子会社トーヨー・エンジニアリング・コーリア・リミテッド、東洋工程（上海）有限公司他 5 社の決算日

は 12月 31日でありますが、連結計算書類の作成に当たっては同決算日現在の計算書類を使用してお

ります。なお、１月１日から連結決算日３月 31 日までの期間に発生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

 

（４）会計方針に関する事項 

 

1) 有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。 

１.満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 

２.その他有価証券 

時価のあるもの・・・連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産 

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

         時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

 

2) 未成工事支出金の評価基準および評価方法は、個別法による原価法によっております。 

 

3) デリバティブの評価方法は、時価法によっております。 
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4) 固定資産の減価償却の方法は、次のとおりであります。 

1. 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社および国内連結子会社については主として定率法によっております。ただし、平成 10 年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備は除く）ならびに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設

備および構築物については定額法によっております。なお、在外連結子会社については主として定

額法によっております。また、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 ３～50 年 

機械、運搬具及び工具器具備品 ２～20 年 

  

2. 無形固定資産（リース資産を除く） 

主として定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、利用可能見込期間（５

年間）による定額法によっております。 

 

3. リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっております。 

 

5) 重要な引当金の計上方法は、次のとおりであります。 

1. 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

2. 賞与引当金 

主として、従業員に支給すべき賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

3. 完成工事補償引当金 

完成工事高として計上した工事に係る瑕疵担保に備えるため、過年度実績率に基づく発生見込額を

計上しております。 

 

4. 工事損失引当金 

大型工事の完成に伴い発生することが確実な多額の損失に備えるため、その見込額を計上しており

ます。 

 

5. 関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、当社が負担することと

なる損失見込額を計上しております。 

 

6) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産および負債、収益および費用は在外子会社等の決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配

株主持分に含めております。 

 

7) 完成工事高および完成工事原価の計上基準 

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。 

 

8) ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理を採用し、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用してお

ります。 
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1. ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約、通貨オプション、通貨スワップ、金利スワップなど 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権・債務、外貨建収益・費用など 

 

2. ヘッジ方針 

為替等の相場変動による損失の発生を避けるため、主として当社の内部規定であるリスク管理方針

等に基づき、当該変動リスクをヘッジしております。 

 

3. ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変動額の比率をもって評価しております。ただし、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象の資産、負債または予定取引に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッ

ジ有効性評価を省略しております。 

 

9) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

1. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

2. 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

3. 退職給付に係る会計処理の方法 

・退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については給付算定式基準によっております。 

・数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。 

 

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利

益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 

10) のれんの償却については、20 年内で均等償却しております。 

 

（５）会計方針の変更 

 

当社および国内連結子会社は法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法

の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度

に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率

法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。 

 

（６）追加情報 

 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月

28 日）を当連結会計年度から適用しております。 
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２．連結貸借対照表に関する注記

（１）担保資産
担保に供している資産

有価証券
建物
土地

計
（注）担保に供している資産についてはパフォーマンスボンド等の発行のため、差し入れたもので、当連結会計年度末現在、

 対応債務は存在しておりません。

（２）減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

（３）保証債務
保証先 内容

ATLATEC, S.A.DE C.V. 借入保証
支払保証等
借入保証等

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 192,792,539 - - 192,792,539

（２）自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,089,256 14,076 160 1,103,172
（注） １．普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．普通株式の自己株式数の減少は、単元未満株式の売却による減少であります。

（３）配当に関する事項
　1) 配当金支払額

決議 株式の種類

普通株式

　2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類

普通株式

金額
636 百万円

TOYO SETAL EMPREENDIMENTOS LTDA. 550 百万円

1,001 百万円
1,043 百万円
1,146 百万円
3,192 百万円

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

766 4.0
平成28年
３月31日

平成28年
６月30日

その他 73 百万円
計 1,260 百万円

配当金の総額
（百万円）

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月27日
定時株主総会

（予定）
利益剰余金 383 2.0

平成29年
３月31日

平成29年
６月28日
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４．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については、一時的な余資は安全性の高い金融資産（債券・預金）で運用し、資金調達に
ついては主に銀行借入により調達しております。デリバティブは、将来の為替変動によるリスク回避、金利変動リスク回避、
および信用リスク回避を目的とし、投機的な取引は行わない方針であります。
営業債権である受取手形および完成工事未収入金等は、顧客および取引先の信用リスクと、為替の変動リスクに晒されて
おります。
信用リスクに関しては、受注時において顧客の信用リスクの精査を行うとともに、L/C決済などの支払保証手段、さらに
輸出信用保険を付保する等の対策を講じております。また為替の変動リスクについては、原則、先物為替予約を利用
してフルヘッジすることとしております。
有価証券および投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に短期の満期保有目的債券および
取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、経理財務部門が定期的に時価を把握することとしており
ます。
営業債務である支払手形および工事未払金等は、ほとんど１年内の支払期日であります。
借入金は、主に設備投資や運転に必要な資金の調達を目的としたものであり、このうち長期借入金の一部については、
支払金利の変動リスクを回避するため、金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。
デリバティブ取引は、主として外貨建ての営業取引に係わる為替の変動リスクを回避することを目的とした先物為替予約
や、支払金利の変動リスクを回避するための金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の
「会計方針に関する事項」に記載されている「ヘッジ会計の方法」をご覧ください。

（２）金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません。

(単位：百万円)

現金預金
受取手形・完成工事未収入金等
　貸倒引当金(＊1)

未収入金
　貸倒引当金(＊1)

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
資産　計
支払手形・工事未払金等
短期借入金
長期借入金
負債　計
デリバティブ取引(＊2)
　ヘッジ会計が適用されていないもの
　ヘッジ会計が適用されているもの(＊3)
デリバティブ取引　計
(＊1)完成工事未収入金・未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(＊2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
(＊3)為替予約等の振当処理および金利スワップの特例処理によるものはヘッジ対象の時価に含めて記載しています。

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

△ 855
87,538 87,562 23

6,730

126,042 126,042 -
88,394

5,835 5,835 -

△ 67
6,662 6,662 -

123,444 123,444 0
2,000 2,000 -

226,078 226,102 23

155,232 155,283 51
29,788 29,838 50

△ 3,992 △ 3,992 -

△ 189 △ 189 -
△ 3,803 △ 3,803 -
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(注１)金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産
　(１）現金預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　(２）受取手形・完成工事未収入金等ならびに未収入金

　これらの内、短期間で決済されるものは、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価額によっており、それ
　以外の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間および信用リスクなどを加味した
　利率により割り引いた現在価値によっております。

　(３）有価証券および投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示さ
　れた価格によっております。

負　債
　(１）支払手形・工事未払金等

　これらの内、短期間で決済するものは、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価額によっており、それ以外は
　一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、返済期日までの期間及び信用リスクなどを加味した
　利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　（２）短期借入金
　短期借入金については、短期で決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　(３）長期借入金（一年内返済予定分を含む）
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
　により算定しております。

デリバティブ取引
　為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている完成工事未収入金および工事未払金と一体として処理されて
　いるため、その時価は当該対象の時価に含めて記載しています。
　また、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は
　当該対象の時価に含めて記載しています。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを要すると見込まれます。
　したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「その他有価証券」には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益

非上場株式 2,210
区分 連結貸借対照表計上額

267.48 円
7.68 円
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６．重要な後発事象に関する注記 

 

（単元株式数の変更および株式併合等） 

当社は、平成 29 年 5 月 12 日開催の取締役会において、平成 29 年 6 月 27 日開催予定の第 62

期定時株主総会に単元株式数の変更、株式併合および定款一部変更について付議することを決

議いたしました。その概要等は以下のとおりであります。 

 

(1) 変更等の目的 

全国証券取引所による「売買単位の集約に向けた行動計画」への対応として、単元株式数を

1,000 株から 100 株に変更いたします。また、本変更にあたり、投資単位を適切な水準に調整す

ることを目的として、当社株式 5 株を 1 株に併合するとともに、当社の発行可能株式総数を 5 億

株から 1 億株に変更するものであります。 

 

(2) 株式併合の内容 

 

① 併合する株式の種類 

普通株式 

 

② 併合の割合 

平成 29 年 10 月 1 日をもって、同年 9 月 30 日の最終の株主名簿に記録された株主の所有株式

について、5 株につき１株の割合で併合いたします。 

 

③併合により減少する株式数 

 

株式併合前の発行済株式総数（平成 29 年 3 月 31 日現在） 192,792,539 株 

株式併合により減少する株式数 154,234,032 株 

株式併合後の発行済株式総数  38,558,507 株 

（注）「株式併合により減少する株式数」および「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前

の発行済株式総数および株式の併合割合に基づき算出した理論値です。 

 

④1 株未満の端数が生じる場合の処理の方法 

株式併合の結果、1 株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、一括して処

分し、その処分代金を端数の生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。 

 

(3) 変更等の効力発生日 

平成 29 年 10 月 1 日 

 

(4) 1 株当たり情報に及ぼす影響 

本株式併合が当連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の当連結会計年度におけ

る 1 株当たり情報は以下のとおりであります。 

 

1 株当たり純資産額    1,337.40 円 

1 株当たり当期純利益     38.42 円 
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個 別 注 記 表 
 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（１）有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。 

 

 1) 満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 

 

 2) 子会社株式および関連会社株式・・・移動平均法による原価法 

 

 3) その他有価証券 

    時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

        処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

 

（２）未成工事支出金の評価基準および評価方法は、個別法による原価法によっております。 

 

（３）デリバティブの評価方法は、時価法によっております。 

 

（４）固定資産の減価償却の方法は、次のとおりであります。 

 

 1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、平成 10 年４月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）なら

びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法によっており

ます。また、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物・構築物 3～50 年 

機械及び装置・車両運搬具・工具、器具及び備品 2～20 年 

 

 2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。なお、自社利用のソフトウエアについては、利用可能見込期間（５年間）による定額法によって

おります。 

 

 3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっております。 

 

（５）完成工事高および完成工事原価の計上基準 

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。 

 

（６）重要な引当金の計上方法は、次のとおりであります。 

 

 1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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 2) 賞与引当金 

従業員に支給すべき賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

 3) 完成工事補償引当金 

完成工事高として計上した工事に係る瑕疵担保に備えるため、過年度実績率に基づく発生見込額を

計上しております。 

 

 4) 退職給付引当金 

・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理す

ることとしております。 

・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。 

      

 5) 工事損失引当金 

大型工事の完成に伴い発生することが確実な多額の損失に備えるため、その見込額を計上しており

ます。 

  

6) 関係会社債務保証損失引当金 

関係会社に対する債務保証等に関して生じる損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、

当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。 

 

7) 関係会社支援損失引当金 

債務超過にある関係会社の支援に伴う損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、当社が

負担することとなる損失見込額を計上しております。 

 

8) 関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、当社が負担することと

なる損失見込額を計上しております。 

 

（７）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予

約等の円貨額に換算しております。 

 

（８）ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については

振当処理を採用し、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用しておりま

す。 

 

1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 
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為替予約、通貨オプション、通貨スワップ、金利スワップなど 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権・債務、外貨建収益・費用など 

 

2) ヘッジ方針 

為替等の相場変動による損失の発生を避けるため、当社の内部規定であるリスク管理方針等に基

づき、当該変動リスクをヘッジしております。 

 

3) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変動額の比率をもって評価しております。ただし、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象の資産、負債または予定取引に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッ

ジ有効性評価を省略しております。 

 

 

（９）その他計算書類作成のための重要な事項 

1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

（10）会計方針の変更 

法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第 32 号平成 28 年６月 17 日）を当事業年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。 

 

（11）追加情報 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月 28

日）を当事業年度から適用しております。 
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２．貸借対照表等に関する注記

（１）減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

（２）保証債務
保証先 金額 内容

636 百万円 借入保証
2,075 百万円 為替予約保証等
4,487 百万円 借入保証

TOYO SETAL EMPREENDIMENTOS LTDA. 550 百万円 支払保証等

175 百万円 支払保証
102 百万円 取引保証
73 百万円 借入保証等

8,101 百万円

（３）関係会社に対する金銭債権・金銭債務
金銭債権

短期金銭債権 11,698 百万円
長期金銭債権 8,693 百万円

金銭債務
短期金銭債務 6,972 百万円
長期金銭債務 5 百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引
営業取引

完成工事高 4,403 百万円
仕入高 48,959 百万円

営業取引以外の取引 6,069 百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式数
普通株式 1,103,172 株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
繰延税金資産

退職給付引当金 1,180 百万円
工事損失引当金 1,096 百万円
工事未払金 699 百万円
進行売上高税務調整 266 百万円
繰延ヘッジ損益 206 百万円
繰越欠損金 193 百万円
その他 608 百万円

繰延税金資産小計 4,251 百万円
その他有価証券評価差額金 △ 1,059 百万円
退職給付信託設定益 △ 638 百万円
その他 △ 142 百万円

繰延税金資産合計 2,410 百万円

繰延税金資産の算定に当たり平成29年３月31日現在の繰延税金資産から控除された金額は
21,584百万円であります。

その他
計

ATLATEC  S.A. DE C.V.
TOYO ENGINEERING & CONSTRUCTION SDN. BHD.

TEC NETHERLANDS B.V.

PT.INTI KARYA PERSADA TEHNIK

TOYO ENGINEERING CANADA LTD.
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６．関連当事者との取引に関する注記

関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

支払代行
注１（１）

- 未収入金 3,675 百万円

資金の預かり
注１（１）

- 預り金 246 百万円

子会社 TOYO U.S.A.,INC.
所有

直接　100％
工事の委託等

工事費の支払
注１（２）

10,687 百万円 その他流動資産 4,952 百万円

工事未払金 3,824 百万円

未払費用 3 百万円

運転資金の借入
注１（３）

3,646 百万円 - -

運転資金の返済
注１（３）

3,736 百万円 - -

利息の支払
注１（３）

14 百万円 - -

運転資金の融資
注１（３）、（４）

- 短期貸付金 2,521 百万円

利息の受取り
注１（３）、（４）

73 百万円 その他流動資産 19 百万円

子会社
PT.INTI KARYA

PERSADA TEHNIK
所有

直接　47％
運転資金の融資

運転資金の融資
注１（５）

-
関係会社
長期貸付金

4,154 百万円

子会社
TEC

NETHERLANDS
B.V.

所有
直接　100％

保証債務
保証債務
注１（６）

4,487 百万円 - -

関連
会社

NEDL -
CONSTRUCOES DE

DUTOS DO
 NORDESTE LTDA.

所有
直接　42％

運転資金の融資
運転資金の融資
注１（３）、（７）

-
関係会社
長期貸付金

3,707 百万円

運転資金の融資
注１（３）、（８）

16,244 百万円 短期貸付金 3,087 百万円

運転資金の返済
注１（３）

2,267 百万円 - -

利息の受取り
注１（３）、（８）

204 百万円 - -

(注)１．取引条件および取引条件の決定方針等
（１） テックプロジェクサービス（株）に対する資金決済の代行については、資金決済が随時行われており、取引金額としての把握が困難であるため、

期末残高のみ記載しております。
（２） 工事費の支払および設計・調達・工事の発注については、市場価格に基づいて価格交渉し、一般取引と同様に決定しております。
（３） 運転資金の融資に係る金利については、市中の実勢金利を勘案して決定しております。
（４） TOYO ENGINEERING CANADA LTD.に対する運転資金の融資については、当事業年度において貸倒引当金繰入額216百万円および

貸倒引当金216百万円を計上しております。
（５） PT. INTI KARYA PERSADA TEHNIKに対する運転資金の融資については、経営支援のため無利子としており、

同社に対する長期貸付金に対し、当事業年度において貸倒引当金2,597百万円および貸倒引当金戻入額668百万円を計上しております。
（６） TEC NETHERLANDS B.V.の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。
（７） NEDL- CONSTRUCOES DE DUTOS DO NORDESTE LTDA.に対する長期貸付金については、期末残高に対して3,707百万円の貸倒引当金を

設定しております。
（８） ESTALEIROS DO BRASIL LTDA.に対する短期貸付金に対し、当事業年度において貸倒損失7.046百万円および貸倒引当金繰入額319百万円

ならびに貸倒引当金319百万円を計上しております。
 ２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

設計・調達・工事の
発注
注１（２）

29,543 百万円

関連
会社

ESTALEIROS DO
BRASIL LTDA.

所有
間接　50％

運転資金の融資

子会社
TOYO

ENGINEERING
CANADA LTD.

所有
直接　100％

運転資金の融資

子会社 資金決済の代行
所有

直接　100％
テックプロジェクト

サービス㈱

子会社
TOYO

ENGINEERING
KOREA LIMITED

所有
直接　100％

運転資金の借入・
返済

設計・調達・工事の
委託等
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７．1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額   159.95 円 

1 株当たり当期純利益   2.22 円 

８．重要な後発事象に関する注記 

（単元株式数の変更および株式併合等） 

当社は、平成 29 年 5 月 12 日開催の取締役会において、平成 29 年 6 月 27 日開催予定の第 62

期定時株主総会に単元株式数の変更、株式併合および定款一部変更について付議することを決

議いたしました。その概要等は以下のとおりであります。 

(1) 変更等の目的

全国証券取引所による「売買単位の集約に向けた行動計画」への対応として、単元株式数を

1,000 株から 100 株に変更いたします。また、本変更にあたり、投資単位を適切な水準に調整す

ることを目的として、当社株式 5 株を 1 株に併合するとともに、当社の発行可能株式総数を 5 億

株から 1 億株に変更するものであります。

(2) 株式併合の内容

① 併合する株式の種類

普通株式

② 併合の割合

平成 29 年 10 月 1 日をもって、同年 9 月 30 日の最終の株主名簿に記録された株主の所有株式

について、5 株につき１株の割合で併合いたします。

③併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成 29 年 3 月 31 日現在） 192,792,539 株 

株式併合により減少する株式数 154,234,032 株 

株式併合後の発行済株式総数  38,558,507 株 

（注）「株式併合により減少する株式数」および「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前

の発行済株式総数および株式の併合割合に基づき算出した理論値です。 

④1 株未満の端数が生じる場合の処理の方法

株式併合の結果、1 株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、一括して処

分し、その処分代金を端数の生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

(3) 変更等の効力発生日

平成 29 年 10 月 1 日 

(4) 1 株当たり情報に及ぼす影響

本株式併合が当事業年度の期首に実施されたと仮定した場合の当事業年度における 1 株当た

り情報は以下のとおりであります。 

1 株当たり純資産額    799.75 円 

1 株当たり当期純利益    11.10 円 

９．その他の注記 

有形固定資産の圧縮記帳額 

建物      1 百万円 
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